
公的研究開発機関の特性に即した制度設計へ 

大垣眞一郎 

(公財）水道技術研究センター 理事長 

(独）国立環境研究所 前理事長 

第３回 新たな研究開発法人制度創設に関する有識者懇談会 

2013年11月12日 

１．多様性の考慮を 
２．柔軟性のある運営を可能に 
３．研究開発業務に即した評価へ 
４．人材が確保できる制度へ 
５．世界に誇る公的研究開発機関群へ 
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１．多様性の考慮を 

 研究開発法人の特性として、長期性、不確実性、予見不可能性、
専門性などに加えて、多様性への考慮が必要。 
 

２つの多様性： 
  ・研究開発機関間の多様性 
  ・個別研究開発機関内での業務の多様性 
 
 

（１）研究開発機関間の多様性 
    

 すべての独立行政法人の「最広義人件費の内訳」（次
ページ）の例のように、機関により職員構成は大きく異な
る。規模と業務の質による多様性。 
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「最広義人件費の内訳」における非常勤役職員等給与の構成比 

１．経済産業研究所           48.2 ％ 
２．情報通信研究機構          44.7        約400名 
３．国立環境研究所           41.2        約250名＋約600名非常勤 

４．医薬基盤研究所           40.6          約80名 
       ・ 
       ・ 
 産業技術総合研究所         21.6        約3000名 
                     ・ 
 物質・材料研究機構          21.5          約900名 
       ・ 
  理化学研究所              14.8                        約3400名 
                     ・ 
       ・ 
  ４２法人                 ＜10  % 
 
全１０８独立行政法人 
   

（総務省、独立行政法人評価年報（平成２２年度版）から作成） 

（常勤職員数） 
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重点研究プログラム 

先導研究プログラム 

環境研究の基盤整備 

循環型社会 

東アジア 
広域環境 

流域圏
生態系 

地球温暖化 
先端環境計測 

化学物質評価・管理 
イノベーション 

持続可能社会 
転換方策 

生物多様性 

環境都市 
システム 

環境都市 
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地球環境研究分野 
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生物・生態系環境研究分野 

小児・次世代
環境保健 

地球環境モニタ
リングの実施等 

エコチル 

国立環境研究所の体制 
（８センターが８分野を担う） 

（２）個別研究開発機関内での業務の多様性 
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